
平 成 １ ６ 年 度

由 利本 荘 市バ ラン スシ ー ト

（平成１７年３月３１日現在）

平成１８年６月

由 利 本 荘 市 総 務 部 財 政 課



目 次

１Ⅰ． 平成１６年度バランスシートの概要

２Ⅱ． 平成１６年度バランスシート

３Ⅲ． 附属書類

１． ３有形固定資産明細表（平成１６年度）

２． ４土地明細表（平成１６年度）

３． ４普通建設事業に係る補助金・負担金等の状況

４． ５主な施設の状況

９Ⅳ． バランスシート作成方法

１．基本的前提 ９

１０２．作成手法（数値の計上）

１０【資産の部】

１２【負債の部】

１４【正味資産の部】

（参考資料）

１５バランスシートからみる財務分析

１７市民１人あたりバランスシート



- -1

Ⅰ．平成１６年度バランスシートの概要

バランスシートは、これまでに取得した土地や施設、あるいは市債などの決算時点における

残高を示すもので、左側（借方）は資金の使いみちを示すものであり、市が取得した財産や権

利などの「資産」が記載されており、右側（貸方）には資産を取得するための財源である市債

等の「負債」と国・県支出金や市税等の「正味資産」が記載されています。

平成１６年度末の由利本荘市のバランスシート（２ページ参照）では、資産が1,802億8,620

万2千円、負債が825億7,460万3千円、正味資産が977億1,159万9千円となっています。

資産は、一会計年度を越えて市の経営資源として用いられるものをいい、将来にわたって公

共サービスを提供できる価値、言い換えれば、次世代が受けることのできるサービス価値とい

えます。

資産のうち有形固定資産の主なものは、道路や公園、市営住宅、土地区画整理などの土地基

盤施設のほか、保育所、ごみ処理施設、市営住宅、消防施設、教育施設などの建物で1,712億7

12万1千円となっており、資産全体の95.0％を占めています。

そのほか投資及び出資金、貸付金、基金などの投資等が28億2,969万7千円、現金・預金、未

収金を加えた流動資産が62億4,938万4千円となっています。

負債は、資産形成に要した財源のうち将来において支払いや返済の必要があるもの、言い換

えれば、次世代が現在保有している道路や学校などの資産から公共サービスを受けるため、今

後負担する額といえます。

固定負債と流動負債に分かれており、１年以内に支払期限が到来するものを流動負債、それ

以外を固定負債としています。

負債の主なものは市債711億9,499万8千円であり、負債合計の86.2％を占めています。

退職給与引当金は、普通会計の業務に従事する職員全員が年度末に普通退職した場合に必要

となる退職手当の支給推計額を計上しており、113億7,960万5千円となっています。

正味資産は、営利活動を目的としない地方公共団体には民間企業の「資本」にあたる概念が

ないためこの名称を用いており、資産形成の財源として調達した資金のうち、将来返済が不要

なものを示します。

平成１６年度末現在、正味資産は977億1,159万円9千円となっています。

以上のように、バランスシートをみると、これまでに市債をはるかに上回る有形固定資産が

形成されてきたことがわかります。
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Ⅱ．平成１６年度バランスシート

由利本荘市バランスシート（平成１６年度）

（平成１７年３月３１日現在）

（単位：千円）

借 方 貸 方

［資産の部］ ［負債の部］

１．有形固定資産 １．固定負債

(1) 総務費 14,214,379

(2) 民生費 7,015,755 (1) 地方債 64,806,764

(3) 衛生費 5,077,446

(4) 労働費 188,467 (2) 債務負担行為

(5) 農林水産業費 38,197,875 ①物件の購入等 0

(6) 商工費 5,016,201 ②債務保証又は損失補償 0

(7) 土木費 62,019,678 債務負担行為計 0

(8) 消防費 1,602,283

(9) 教育費 34,435,682 (3) 退職給与引当金 11,379,605

(10)その他 3,439,355

固定負債合計 76,186,369計 171,207,121

（ うち土地 31,516,775 )

有形固定資産合計 171,207,121 ２．流動負債

(1) 翌年度償還予定額 6,388,234２．投資等

(1) 投資及び出資金 1,192,839

(2) 貸付金 1,151,987 (2) 翌年度繰上充用金 0

(3) 基金

流動負債合計 6,388,234①特定目的基金 250,488

②土地開発基金 0

③定額運用基金 234,383

負 債 合 計 82,574,603基 金 計 484,871

投資等合計 2,829,697

３．流動資産

［正味資産の部］(1) 現金・預金

財政調整基金 3,654,953①

１．国庫支出金 24,079,858②減債基金 359,698

③歳計現金 1,535,946

２．都道府県支出金 21,741,982現金・預金計 5,550,595

(2) 未収金

１．一般財源等 51,889,759①地方税 597,669

②その他 101,120

正 味 資 産 合 計 97,711,599未収金計 698,789

流動資産合計 6,249,384

180,286,202資 産 合 計 180,286,202 負債・正味資産合計

※債務負担行為に関する情報 ①物件の購入等 3,970,741 千円

②債務保証及び損失補償 0 千円

③利子補給等に係るもの 980,918 千円
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Ⅲ．附属書類

バランスシートに関する詳細情報を以下により示します。

１．有形固定資産明細表（平成１６年度）
（単位：千円）

取 得 価 格 減価償却累計額 残 存 価 格
A B A B－

総 務 費 21,633,984 7,419,605 14,214,379
庁 舎 等 6,602,859 1,640,289 4,962,570
そ の 他 15,031,125 5,779,316 9,251,809

民 生 費 11,843,990 4,828,235 7,015,755
保 育 所 1,760,212 737,470 1,022,742

そ の 他 10,083,778 4,090,765 5,993,013
衛 生 費 8,371,381 3,293,935 5,077,446
清 掃 費 4,450,613 1,465,569 2,985,044
ごみ処理 3,638,322 1,217,520 2,420,802

し尿処理 27,898 2,543 25,355
そ の 他 784,393 245,506 538,887

環境衛生費 1,325,642 422,768 902,874
そ の 他 2,595,126 1,405,598 1,189,528

労 働 費 749,572 561,105 188,467
農林水産業費 94,090,427 55,892,552 38,197,875
造 林 9,066,301 6,123,099 2,943,202
林 道 9,004,652 6,881,933 2,122,719
治 山 242,239 101,921 140,318

砂 防
漁 港 7,374,614 2,090,282 5,284,332
農業農村整備 41,834,464 26,027,772 15,806,692
海岸保全 25,149 7,042 18,107

そ の 他 26,543,008 14,660,503 11,882,505
商 工 費 9,646,457 4,630,256 5,016,201
国立公園等 49,358 30,238 19,120
観 光 6,680,695 2,938,746 3,741,949
そ の 他 2,916,404 1,661,272 1,255,132

土 木 費 123,548,213 61,528,535 62,019,678
道 路 66,652,370 43,616,270 23,036,100
橋りょう 4,330,862 1,265,703 3,065,159
河 川 4,583,521 1,045,268 3,538,253

砂 防 3,034 155 2,879
海岸保全
港 湾 1,000 520 480
都市計画 33,933,603 11,890,973 22,042,630

街 路 5,190,900 1,481,167 3,709,733
都市下水路 5,046,208 3,769,147 1,277,061
区画整理 13,748,329 4,430,575 9,317,754
公 園 9,686,666 1,978,073 7,708,593
そ の 他 261,500 232,011 29,489

住 宅 13,153,588 3287,966 9,865,622
空 港
そ の 他 890,235 421,680 468,555

消 防 費 6,169,408 4,567,125 1,602,283

庁 舎 680,244 193,794 486,450
そ の 他 5,489,164 4,373,331 1,115,833

教 育 費 47,985,414 13,549,732 34,435,682
小 学 校 16,571,419 5,199,190 11,372,229
中 学 校 16,052,477 4,452,248 11,600,229

高等学校
幼 稚 園 304,624 127,616 177,008
特殊学校
大 学

各種学校
社会教育 6,466,756 1,672,692 4,794,064
そ の 他 8,590,138 2,097,986 6,492,152

そ の 他 4,595,614 1,156,259 3,439,355

合 計 328,634,460 157,427,339 171,207,121
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２．土地明細表（平成１６年度）

土地の主な目的別の内訳は、次のとおりです。

（単位：千円）

利 用 目 的 取 得 価 格

道 路 橋 り ょ う ８，１０１，１６４

街 路 ２，５７９，８０７

公 営 住 宅 ２，２５９，８０２

小 学 校 ９２１，９２１

中 学 校 ８０３，２５８

そ の 他 １６，８５０，８２３

合 計 ３１，５１６，７７５

３．普通建設事業に係る補助金・負担金の状況（平成１６年度）

これまでに本市が補助金・負担金等を支出することによって建設された資産は、本

市に所有権がないことからバランスシートには計上されません。

しかし、この資産が提供するサービスは、市民が将来にわたって享受できることか

ら、附属資料として以下に示すものです。

（単位：千円）

昭和４４年度 直 近 ５ カ 年 の 実 績

以 降 累 計 額 平成12年度 平成13年度 平成14年度 平成15年度 平成16年度

総 務 費 611,541 24,360 15,768 13,725 27,614 54,300

民 生 費 1,727,912 19,383 138,229 25,644 10,785 24,535

衛 生 費 607,697 11,062 85,992 230,557 103,734 106,942

労 働 費 17,009 0 0 0 0 0

農 林 水 産 業 費 22,036,764 738,394 725,859 507,265 371,770 510,465

商 工 費 753,439 844 4,320 432 432 479

土 木 費 1,494,543 19,491 68,653 127,545 27,217 148,485

消 防 費 175,950 5,592 5,594 4,389 1,686 2,924

教 育 費 263,393 2,288 1,046 242 6,455 2,961

そ の 他 8,710 0 0 0 0 0

合 計 27,696,958 821,414 1,045,461 909,799 549,693 851,091

(注) 国直轄事業負担金、県営事業負担金、同級他団体、公的団体等に対する普通建設事業に係る補助

金等をとりまとめたものである。
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４．主な施設の状況（平成１７年３月３１日現在）

（平成元年度以降、取得価格１億円以上）
（単位：千円）

取 得 耐 用 減価償却
費 目 名 称 等 取得価格 a 残存価格a-b

年 度 年 数 累 計 額 b

1 25 108,038 69,144 38,894総 務 費 紫水館

2 50 900,000 270,000 630,000〃 岩城総合支所庁舎

6 25 361,315 158,979 202,336〃 温泉保養施設(湯楽里）

7 25 956,294 382,518 573,776〃 活性化拠点施設(湯楽里)

8 9 25 588,496 200,802 387,694〃 地場産業センター(ぷれっそ) ～

8 25 215,979 77,752 138,227〃 大内多目的屋内運動場

11 25 222,592 53,422 169,170〃 矢島インフォメーションセンター

12 13 50 1,129,857 97,757 1,032,100〃 西目総合支所庁舎 ～

13 14 50 984,963 61,219 923,744〃 東由利総合支所庁舎 ～

14 25 256,000 30,720 225,280〃 岩城風力発電機

14 25 102,411 12,289 90,122〃 大内移動通信鉄塔施設

15 50 131,048 10,484 120,564〃 本荘総合支所空調設備

1 2 25 446,005 283,665 162,340民 生 費 鳥寿苑 ～

2 25 296,670 178,002 118,668〃 寿康苑

2 25 164,537 98,722 65,815〃 大内高齢者生活福祉センター

5 30 127,315 50,926 76,389〃 上川大内保育園

5 25 237,583 114,040 123,543〃 ディサービスセンター(いちょう館)

6 7 25 1,861,275 818,434 1,042,841〃 特養（白百合苑） ～

6 25 285,619 125,672 159,947〃 スパーク岩城

6 30 144,200 52,873 91,327〃 ゆり保育園

6 25 130,580 57,455 73,125〃 大内ディサービスセンター

7 25 161,148 64,459 96,689〃 岩城ディサービスセンター

8 25 519,872 187,154 332,718〃 矢島ディサービスセンター

9 25 282,323 90,343 191,980〃 かしわ温泉

10 25 288,753 80,851 207,902〃 ふれあい館「鮎川」

10 25 201,357 56,380 144,977〃 由利福祉保健センター

11 25 118,605 28,465 90,140〃 東光苑大規模改修

11 25 488,194 117,167 371,027〃 鳥寿苑高齢者生活福祉センター

12 30 159,267 26,545 132,723〃 直根保育園

14 15 25 477,738 55,309 422,429〃 悠楽館 ～

14 25 115,689 13,883 101,806〃 岩城児童センター

14 25 121,583 14,590 106,993〃 大内介護予防拠点施設

15 30 246,972 16,465 230,507〃 笹子保育園
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（単位：千円）

取 得 耐 用 減価償却
費 目 名 称 等 取得価格 a 残存価格a-b

年 度 年 数 累 計 額 b

1 25 148,896 95,293 53,603衛 生 費 大内保健センター

3 25 410,961 230,138 180,823〃 鳥海診療所

9 10 25 1,577,515 463,499 1,114,016〃 矢島鳥海清掃センター焼却施設 ～

10 25 252,243 70,628 181,615〃 矢島斎場

10 11 25 701,643 172,584 529,059〃 由利廃棄物最終処分場 ～

13 14 25 763,675 99,887 663,788〃 水林斎場 ～

13 14 25 853,775 107,939 745,836〃 矢島鳥海清掃センター最終処分場 ～

14 25 1,530,781 493,263 1,037,518〃 岩城保健センター

1 2 25 308,129 188,111 120,018農林水産業費 大内農村環境改善センター ～

3 5 25 450,874 234,146 216,728〃 矢島多目的運動広場 ～

3 25 104,854 58,718 46,136〃 大内農村多元情報システム局舎

4 25 256,587 133,425 123,162〃 矢島畜産センター

5 6 25 244,165 111,043 133,122〃 地域農業総合管理施設(シーガル） ～

6 7 25 239,054 101,316 137,738〃 産地形成促進施設(やしお） ～

6 7 25 274,240 117,973 156,267〃 西目ふるさと資源活用センター ～

7 25 231,000 92,400 138,600〃 五峰苑

9 11 25 2,399,603 647,155 1,752,448〃 大内総合交流ターミナル ～

10 11 25 184,990 44,930 140,060〃 大内ＰＲ館 ～

10 11 25 277,366 68,963 208,403〃 大内自由通路 ～

10 11 25 422,945 109,601 313,344〃 八塩自然休暇村 ～

10 25 114,561 32,077 82,484〃 西目ふれあい館

11 13 25 145,267 25,838 119,429〃 大内有機センター ～

11 12 25 116,940 27,145 89,795〃 ももや ～

12 25 252,780 50,556 202,224〃 ミルジー

12 25 184,896 36,979 147,917〃 矢島歴史交流館

12 25 169,507 33,901 135,606〃 出羽伝承館

12 13 25 175,568 31,605 143,963〃 ふれあい水と土公園(花立） ～

14 15 25 170,871 18,073 152,798〃 鳥海農産物加工所 ～

16 25 332,680 13,307 319,373〃 ぱいんすぱ新山

1 25 119,633 76,565 43,068商 工 費 青少年旅行村(やまゆり・やまびこ)

4 5 25 233,965 117,053 116,912〃 温泉保養館「あっぽ」 ～

5 6 25 340,763 159,127 181,636〃 滞在型施設「ふれあい館」 ～

5 7 25 482,082 209,750 272,332〃 鳥海オコジョランドスキー場 ～

6 7 25 380,991 162,394 218,597〃 鳥海ふれあいの杜 ～

7 25 787,630 315,052 472,578〃 岩城資源活用交流施設
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（単位：千円）

取 得 耐 用 減価償却
費 目 名 称 等 取得価格 a 残存価格a-b

年 度 年 数 累 計 額 b

9 11 25 300,000 79,860 220,140商 工 費 シーサイドオートキャンプ場 ～

11 25 388,896 93,335 295,561〃 岩城総合交流ターミナル

11 25 546,801 131,232 415,569〃 岩城温泉「港の湯」

13 14 25 103,913 15,721 88,192〃 岩城オートキャンプ場 ～

13 25 262,960 42,074 220,886〃 ゆりえもん

1 40 127,776 51,110 76,666土 木 費 松涛団地

2 4 40 793,572 260,628 532,944〃 砂子下団地 ～

3 40 291,750 102,113 189,638〃 とちの木田住宅

4 15 40 3,239,967 610,180 2,629,787〃 本荘公園 ～

4 6 40 164,986 50,643 114,343〃 東由利公営住宅 ～

4 40 194,533 63,223 131,310〃 栄町住宅

6 40 134,356 36,948 97,408〃 大川原住宅

7 12 40 763,880 163,428 600,452〃 松涛団地 ～

8 12 40 776,332 136,442 639,890〃 梵天団地 ～

12 16 40 972,583 73,085 899,498〃 西目カントリーパーク ～

14 16 40 1,060,325 39,636 1,020,689〃 大内カントリーパーク ～

14 15 40 479,273 26,979 452,294〃 本荘コミュニティ住宅 ～

14 40 383,400 9,585 373,815〃 本荘公園「修身館」

15 40 114,104 2,853 111,249〃 山寺南住宅

13 50 123,082 9,847 113,235消 防 費 矢島消防署由利分署

1 4 50 1,851,196 537,067 1,314,129教 育 費 尾崎小学校 ～

1 3 50 222,927 67,187 155,740〃 矢島小学校大規模改修 ～

1 50 104,834 33,547 71,287〃 大内歴史民俗資料館

2 50 124,351 37,305 87,046〃 由利武道館

2 50 100,000 30,000 70,000〃 東由利中学校大規模改修

3 50 720,000 201,600 518,400〃 岩城総合体育館

3 50 255,750 71,610 184,140〃 佐藤八十八美術館

4 5 50 263,321 66,211 197,110〃 げんき館 ～

4 5 50 136,724 34,253 102,471〃 川内小学校大規模改修 ～

4 50 246,198 64,011 182,187〃 北内越公民館

5 7 50 2,041,764 418,924 1,622,840〃 ボートプラザアクアパル ～

5 7 50 832,727 182,155 650,572〃 西目公民館シーガル ～

5 50 540,000 129,600 410,400〃 由利Ｂ＆Ｇ海洋センター

6 50 308,626 67,898 240,728〃 松ヶ崎体育館

7 50 152,240 30,448 121,792〃 矢島屋内ゲートボール場
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（単位：千円）

取 得 耐 用 減価償却
費 目 名 称 等 取得価格 a 残存価格a-b

年 度 年 数 累 計 額 b

8 50 226,389 40,750 185,639教 育 費 矢島町民グランド

8 9 50 356,801 58,895 297,906〃 新山小学校大規模改修 ～

9 10 50 1,646,208 239,967 1,406,241〃 鳥海中学校 ～

10 50 180,090 25,213 154,877〃 東由利町民プール

11 12 50 630,004 71,005 558,999〃 鳥海球場 ～

11 50 288,645 34,637 254,008〃 直根小学校大規模改修

14 50 306,322 18,379 287,943〃 岩城町立図書館

15 16 50 2,191,885 51,866 2,140,019〃 東中学校 ～

15 50 1,735,227 69,409 1,665,818〃 由利小学校

15 50 357,734 14,309 343,425〃 岩城中学校大規模改修

16 50 270,866 5,417 265,449〃 本荘弓道場

16 50 244,272 4,885 239,387〃 直根公民館
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Ⅳ．バランスシート作成方法

本市のバランスシートは、総務省方式により作成しており、基本的前提及び作成手法等
は次のとおりです。

１．基本的前提

（１） 対象会計範囲

「地方財政状況調査 （総務省が毎年度実施している決算に係る調査で、以下「決」

算統計」といいます ）の対象である普通会計を対象とし、その範囲は次の会計の合。

計をいいます。

① 一般会計

② 受託施設休日応急診療所運営特別会計

③ 情報センター特別会計

④ 地域情報化事業特別会計

⑤ 奨学資金特別会計

⑥ 簡易水道事業特別会計の一部

（２） 作成の基準日

会計年度の最終日を基準日とし、出納整理期間（４月１日から５月３１日まで）

における出納については、バランスシートの作成基準日である３月３１日までに終

了したものとして処理します。

（３） 取得原価主義を採用

過去の実際の支出額を資産の取得価格としています。

（４） 決算統計データの使用

昭和４４年度以降の決算統計データを基礎数値として用いています。

（５） 固定・流動の分類基準

資産、負債とも１年基準を採用し、固定と流動に分類します （バランスシート基。

準日の翌日から、１年以内に入金又は支払いの期限が到来するものを流動資産また

は流動負債とし、それ以外のものを固定資産または固定負債としています ）。
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２．作成手法（数値の計上）

【資産の部】

［１．有形固定資産 ］

有形固定資産は「地方財政状況調査表」を基礎資料として、昭和４４年度以降に支

出した金額の合計額を取得価格とみなして表示しています。

また、現に行政財産として使用しており、かつ、取得年度と取得価格の明らかなも

のは加えて計上していますが、昭和４４年度以降に取得したものは廃棄・売却してい

たとしても含まれています。

。なお、土地を除く有形固定資産については、定額法による減価償却を行っています

。耐用年数は総務省独自の耐用年数（表１）によっており、残存価格を０としています

各費目区分の主な内容は次のとおりです。

① 総務費･･････････････市庁舎、総合支所庁舎など

② 民生費･･････････････総合福祉エリア、老人福祉施設、保育所など

③ 衛生費･･････････････ごみ処理施設、斎場、保健センターなど

④ 労働費･･････････････勤労青少年ホームなど

⑤ 農林水産業費････････農業農村基盤施設、林道、漁港など

⑥ 商工費･･････････････観光施設、キャンプ場など

⑦ 土木費･･････････････道路、橋りょう、公園、市営住宅など

⑧ 消防費･･････････････消防署、消防ポンプ車、防火水槽など

⑨ 教育費･･････････････小・中学校、幼稚園、文化会館、公民館など

⑩ その他･･････････････その他固定資産

表１ 耐用年数表
耐用年数 耐用年数 耐用年数区 分 区 分 区 分

１ 総 務 費 ６ 商 工 費 25 ※ ８ 消 防 費
( 1 庁 舎 等 50 ７ 土 木 費 ( 1 庁 舎 50
( 2 そ の 他 25 ※ ( 1 道 路 15 ( 2 そ の 他 10

２ 民 生 費 ( 2 橋 り ょ う 60 ９ 教 育 費 50
( 1 保 育 所 50 ( 3 河 川 50 10 そ の 他 25 ※

( 2 そ の 他 25 ※ ( 4 砂 防 50
３ 衛 生 費 25 ( 5 海 岸 保 全 50
４ 労 働 費 25 ※ ( 6 港 湾 50
５ 農 林 水 産 業 費 ( 7 都 市 計 画

( 1 造 林 25 ※ ア 街 路 15
( 2 林 道 15 イ 都 市 下 水 路 20
( 3 治 山 30 ウ 区 画 整 理 40
( 4 砂 防 50 エ 公 園 40
( 5 漁 港 50 オ そ の 他 25 ※

( 6 農 業 農 村 整 備 20 ( 8 住 宅 40
( 7 海 岸 保 全 50 ( 9 空 港 25 ※
( 8 そ の 他 25 ※ (10 そ の 他 25 ※

※は、平均的な有形固定資産の耐用年数

＊旧自治省・地方公共団体の総合的な財務分析に関する調査研究会報告書から
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［２．投資等 ］

投資等は、団体への出資金、貸付金や各種基金を計上しています。

(1) 投資及び出資金

、財団法人等への出資残高や保有している有価証券の額面金額を計上しており

平成１６年度末の現在高は11億9,283万9千円となっています。

(2) 貸付金

地域振興、労働者福祉、農業、商工業振興等を目的として、市が各種団体及

び個人へ貸付を行っているもので償還期限が未到来の金額を計上しています。

平成１６年度末の現在高は11億5,198万7千円となっています。

(3) 基金

市が設置している基金のうち、流動性が低いものを次の三つに区分して計上

しています。

① 特定目的基金

特定の目的のために積み立てられている基金を計上し、平成１６年度末現在

の合計額は2億5,048万8千円となっています。

② 土地開発基金

公共用の土地取得事業等の円滑な執行を図るために積み立てられる基金です

が、本市の場合、合併により平成１６年度末現在高はありません。

③ 定額運用基金

業務を円滑かつ効率的に行うために積み立てた基金であり、本市では特別導

入事業基金等がこれに該当します。

平成１６年度末の現在高は2億3,438万3千円となっています。

［３．流動資産 ］

流動資産（１年以内に現金化できるもの）には 「歳計現金」のほか流動性の高い基、

金である「財政調整基金」と「減債基金」並びに市税や使用料等の「未収金」を計上

しています。

(1) 現金・預金

① 財政調整基金

予期しない収入減や支出に備える基金で、平成１６年度末残高は36億5,495万

3千円となっています。

② 減債基金

地方債の償還に備える基金で、平成１６年度末残高は3億5,969万8千円となっ

ています。

③ 歳計現金

決算時点における形式収支を計上しており、平成１６年度は15億3,594万6千

円となっています。

(2) 未収金

年度末（出納閉鎖期日）までに入金されなかった税金・使用料等（すでに調
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定されたもので未だに収入されないもの）を計上しています。

① 地方税

市民税、固定資産税、軽自動車税などの市税の未収金を計上しており、平成

１６年度末現在高は5億9,766万9千円となっています。

② その他

収入未済額のうち、市税以外の保育料、公営住宅使用料等などの未収金を計

上しており、平成１６年度末現在高は1億112万円となっています。

【負債の部】

［１．固定負債 ］

(1) 地方債

地方債のうち、翌年度（１年度以内）に予定されている元金償還額を控除した額

を計上しています。

平成１６年度末現在の合計額は648億676万4千円となっており、その内訳は表２の

とおりです。

（単位：千円）表２ 地方債の内訳

区 分 平 成 1 6 年 度 末 現 在 高

一 般 公 共 事 業 債 ６，３７８，３９５

一 般 単 独 事 業 債 １９，５１６，７３４

公 営 住 宅 建 設 事 業 債 ２，２２５，９４１

義 務 教 育 施 設 事 業 債 ３，５６９，６９０

辺 地 対 策 事 業 債 ７，２７４

公 共 用 地 先 行 取得 等 事 業 債 ５３，６５０

災 害 復 旧 事 業 債 ９２７，８５７

一 般 廃 棄 物 処 理 事 業 債 ３，１１８，４７８

厚 生 福 祉 施 設 整 備 事 業 債 ３７５，２８１

社 会 福 祉 施 設 整 備 事 業 債 １７７，４００

転 貸 債 ２１，６４１

過 疎 対 策 事 業 債 １７，８３９，２４３

財 源 対 策 債 １，８５９，９５７

臨 時 財 政 特 例 債 ２５４，０８８

減 税 補 て ん 債 ２，１５５，５８７

臨 時 減 収 補 て ん 債 ４５１，９４５

臨 時 財 政 対 策 債 ７，６６７，９００

調 整 債 ４２，３９８

都 道 府 県 貸 付 金 １，３２１，０３７

そ の 他 ３，２３０，５０２

合 計 ７１，１９４，９９８

うち翌年度償還予定額(元金分)Ｂ ６，３８８，２３４

う ち固定負債計上額 Ａ－Ｂ ６４，８０６，７６４
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(2) 債務負担行為

債務負担行為のうち、ＰＦＩ等の手法により整備した有形固定資産で、物件の引

き渡しを受けたものを「物件の購入等 、債務保証に係る債務負担行為のうち既に履」

行すべき額が確定したものについては「債務保証または損失補償」として負債科目

に計上することとしています。

その他の債務負担行為設定額は利用者に伝達すべき情報として、欄外に注記（※

債務負担に係る情報）しています。

① 物件の購入等

、ＰＦＩ等の手法で整備した資産で、既に物件の引き渡しを受けたものですが

本市では該当するものはありません。

② 債務保証または損失補償

法人等に対する債務保証または損失補償は、法人等が破綻し債務として確定

した額を計上しますが、本市では該当するものはありません。

※欄外注記（債務負担に係る情報）

① 物件の購入等

債務負担行為を設定している建設工事等に係る翌年度以降の支出予定額を計

上しています。

② 債務保証または損失補償

第三セクター等の銀行借入に関して本市が行った債務補償額等を計上します

が、本市では該当するものはありません。

③ 利子補給等に係るもの

農業振興、商工業振興等の融資に係る翌年度以降の利子補給金額を計上して

います。

［２．流動負債 ］

(1) 翌年度償還予定額

地方債のうち、翌年度（１年以内）に翌年度元金償還額63億8,823万4千円を計上

しています。

(2) 翌年度繰上充用金

歳入が歳出に対して不足する場合に、翌年度の歳入を繰り上げてその年度の歳入

に充てることをいいますが、本市では該当するものはありません。
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【正味資産の部】

正味資産は、資産形成の財源として調達した資金のうち返済が不要なものをいい、こ

れまでの世代が既に負担した額を表しています。

［１．国庫支出金 ］

現在保有している資産のうち、その財源を国に依存した金額であり普通建設事業に

充てられた、昭和４４年度以降の国庫支出金の累計額を計上しています。

また、用地取得費に充てられたもの以外の国庫支出金は、資産区分ごとの耐用年数

に応じて減価償却を行っています。

内訳は、表３のとおりです。

［２．都道府県支出金 ］

現在保有している資産のうち、その財源を県に依存した金額であり算出方法は上記

と同様です。

内訳は、表３のとおりです。

（単位：千円）表３ 国・県支出金算出表（平成１６年度）

償 却 対 象 分 (償却後) 償 却 対 象 外 合 計

項 目 国庫支出金 県支出金 国庫支出金 県支出金 国庫支出金 県支出金

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ａ＋Ｃ Ｂ＋Ｄ

総 務 費 669,048 635,344 8,457 26,224 677,505 661,568

民 生 費 705,657 989,190 2,653 705,657 991,843

衛 生 費 490,614 109,325 490,614 109,325

労 働 費 17,658 28,661 286 17,658 28,947

農林水産業費 963,228 17,876,077 25,818 758,063 989,046 18,634,140

商 工 費 86,094 274,457 98 86,094 274,555

土 木 費 10,697,888 334,965 3,513,501 133,872 14,211,389 468,837

消 防 費 251,127 3,471 1,638 33 252,765 3,504

教 育 費 6,572,832 568,841 76,298 422 6,649,130 569,263

そ の 他

合 計 20,454,146 20,820,331 3,625,712 921,651 24,079,858 21,741,982

［３．一般財源等 ］

資産と負債の差である正味資産から、国庫支出金と都道府県支出金を控除した額を

計上しています。


